
「『真に』子どもにやさしい国をめざして」

2023年 5月 28 日

元厚生労働大臣  塩崎恭久

エレパニ山口 2023年５月勉強会



●1990年代央：宇和島市の児童養護施設「みどり寮」・谷松豊繁理事
長（全養協第６代会長）の導き

●2015年4月：「戦後の要保護児童福祉政策は、浮浪児対策（戦争孤児
対策）の延長線上で来てしまった。」（衆・赤坂宿舎での
勉強会）

「要保護児童の社会的養育問題」との出会い

「施設入所の子ども達の半数強は虐待が原因。」

⇒「保護」から「養育」へ
⇒「権利主体性」と「家庭養育原則」へ

●「NAISグループ」勉強会➡自民党内勉強会➡自民党議連➡超党派
議連

●2016年：「平成28年抜本改正後の日本の行うべきことは、施設への
新規入所を原則停止すること。」
（英国バーナードス元CEO ロジャー・シングルトン卿）
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207,659件R3年度

H12年度から
約１２倍以上に増加
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23.5%

日本のみ２０２２年３月末。
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養育者の住居において家庭養護
を行う(定員５～６名)

ファミリー
ホーム

委託児童数委託里親数登録里親数家庭における養育を里親に
委託

⾥ 親
6,080人4,844世帯15,607世帯

446か所ホ ー ム 数
4,709人3,888世帯12,934世帯養 育 里 親区分

（里親は
重複登録
有り）

204人168世帯728世帯専 門 里 親

1,718人委託児童数
348人314世帯6,291世帯養子縁組里親

819人569世帯631世帯親 族 里 親

2197か所⼩ 規 模 グ ル ー プ ケ ア

527か所地域⼩規模児童養護施設

保護者のない児童、被虐待児など家庭環境上養護を必要とする児童などに対し、公的な責任として、社会的に養護を
行う。対象児童は、約４万２千人。

⾥親数、施設数、児童数等

⾃ ⽴ 援 助
ホ ー ム

⺟⼦⽣活⽀援
施 設

児童⾃⽴⽀援
施 設

児童⼼理治療
施 設児童養護施設乳 児 院施 設

義務教育を終了し
た児童であって、
児童養護施設等を
退所した児童等

配偶者のない女子
又はこれに準ずる
事情にある女子及
びその者の監護す
べき児童

不良行為をなし、
又はなすおそれの
ある児童及び家庭
環境その他の環境
上の理由により生
活指導等を要する
児童

家庭環境、学校に
おける交友関係そ
の他の環境上の理
由により社会生活
への適応が困難と
なった児童

保護者のない児童、
虐待されている児
童その他環境上養
護 を 要 す る 児 童
（特に必要な場合
は、乳児を含む）

乳児（特に必要な
場合は、幼児を含
む）

対 象 児 童

229か所215か所58か所53か所610か所145か所施 設 数
1,575人4,441世帯3,340人2,016人30,140人3,827人定 員

818人
3,135世帯

児童5,293人
1,162人1,343人23,008人2,351人現 員

874人2,073人1,839人1,522人20,639人5,555人職 員 総 数
（出典）
※里親数、ＦＨホーム数、委託児童数、乳児院・児童養護施設・児童心理治療施設・母子生活支援施設の施
設数・定員・現員は福祉行政報告例（令和4年3月末現在）

※児童自立支援施設の施設数・定員・現員、自立援助ホームの施設数、小規模グループケア、地域小規模児
童養護施設のか所数は家庭福祉課調べ（令和3年10月1日現在）

※職員数（自立援助ホームを除く）は、社会福祉施設等調査報告（令和3年10月1日現在）
※自立援助ホームの定員、現員（令和4年3月31日現在）及び職員数（令和3年10月1日現在）は家庭福祉課調
べ

※児童自立支援施設は、国立2施設を含む 7



4,173
3,577

2,938
2,518

2,156
1,864

1,531 1,276
1,150 1,093 890

801 764 543 413 302 168 52 18

-1 1-2 2-3 3-4 4-5 5-6 6-7 7-8 8-9 9-10 10-11 11-12 12-13 13-14 14-15 15-16 16-17 17-18 18-

〈入所児童数ベース〉

（出典）厚⽣労働省⼦ども家庭局調べ （児童養護施設数 ６０6か所）

3年以上入所 している子どもは15,539人（59.2％）
10年以上入所 している子どもは3,951人（15.1％）
（6.6人に1人は10年以上入所）15,539人（59.3％）

3,951人（15.1％）

3年以上入所

10年以上入所

⻑過ぎる児童養護施設の⼊所期間（2020年）

少な過ぎる児童養護施設の「⼩規模かつ地域分散化」(令和３年10⽉1⽇現在)

※入所児童者総数 26,227人
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合計里親等※乳児院児童養護施設

年度
割合児童数割合委託児童数割合入所児童数割合入所児童数

(％)(人)(％)(人)(％)(人)(％)(人)

10036,65913.54,9667.92,89078.628,803平成２３年度末

10036,56414.85,4078.02,92477.228,233平成２４年度末

10036,04215.65,6298.22,94876.227,465平成２５年度末

10035,82016.55,9038.02,87675.527,041平成２６年度末

10035,70317.56,2348.02,88274.526,587平成２７年度末

10035,79618.36,5467.82,80173.926,449平成２８年度末

10034,84619.76,8587.82,70673.925,282平成２９年度末

10034,69020.57,1047.72,67871.824,908平成３０年度末

10034,79121.57,4927.92,76070.524,539令和元年度末

10033,81022.87,7077.32,47269.923,631令和２年度末

10033,15723.57,7987.12,35169.423,008令和３年度末

（資料）福祉行政報告例（各年度末現在）※ 平成22年度の福島県の数値のみ家庭福祉課調べ

里親等委託率

○里親制度は、家庭的な環境の下で子どもの愛着関係を形成し、養護を行うことができる制度

○里親等委託率は、平成２３年度末の１３．５％から、令和２年度末には２３．５％に上昇

※ 「里親等」は、平成２１年度から制度化されたファミリーホーム（養育者の家庭で５～６人の児童を養育）を含む。
ファミリーホームは、令和３年度末で４４６か所、委託児童１，７１８人。

⾥親等委託率の推移

+4.8

+5.2

変化は殆ど加速
していない！
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都道府県市別の⾥親等委託率の差
７０都道府県市別里親等委託率（令和３年度末）

里親等委託率は、自治体間の格差が大きい
全国： ２３．５％
最小： ８．６％ （金沢市）
最大： ５９．３％ （福岡市）

里親・ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ委託児童数
※ 里親等委託率（％）＝

乳児院入所児＋児童養護施設入所児＋里親・ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ委託児

資料：令和３年度福祉行政報告例
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(2005) (2006) (2007) (2008) (2009) (2010) (2011) (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021)

（人）

400

（年度末）

乳児院入所児童数

里親等委託児童数

児童養護施設入所児童数

里親等委託率（全年齢）

施設入所児童数・里親等委託児童数・里親等委託率の推移

市民参加型里親普及開始
里親支援体制整備開始

乳幼児短期里親ﾘｸﾙｰﾄ開始
家庭移行支援係設置

施設入所児童の
家庭復帰•親族養育
養子縁組•里親委託

を進めたことで
施設入所児童が大幅減少

第１フェーズ

第２フェーズ

福岡市

乳幼児 87.5%

出典：「家庭養育と虐待予防の推進 〜福岡市のチャレンジ〜」 福岡市 こども未来局 こども家庭課 こども福祉係⻑ 福井充
⾃⺠党・超党派議員連盟合同総会（２０２３年４⽉１２⽇）資料より 11
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特別養子縁組の成立件数の推移等

特別養子縁組の成立件数

出典：司法統計年報

２０２１年２０２０年２０１９年２０１８年２０１７年２０１６年２０１５年２０１４年２０１３年

６８３６９３７１１６２４６１６４９５５４２５１３４７４
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2023年4月 「こども家庭庁」スタート
⇒こどもまんなか社会の実現、こどもと家庭の福祉の増進・保健の向上等の支援、こどもの権利利益の擁護13

（2000年） ※その後、2004年、2007年に法改正。

(2009年)

(2010年)

(2011年)

(2011年)

(2015年～2016年)

(2016年

(2017年

(2018年

(2019年6月)

(2022年6月)
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「要保護児童問題」が「法律問題」である事の例

●「一時保護」は「行政による、子どもと親、双方の権利を侵害する可能性のある

身柄拘束」。

➡漸く、令和４年児福法改正で「親権者等が同意した場合等を除き、一時保護開

始時の司法関与」を導入。

●「一時保護時の通学停止」は、子どもに均しく認められている「学校において

教育を受ける権利」を侵害。

●「親の同意が得られないために里親に出せない」との論理は、親の論理優先

により「子どもの健全な養育を受ける権利」を侵害し、子どもの「家庭養育優先

原則」による愛着形成機会を奪う惧れ。

―――例えば、乳児院入所２年経過後に初めて里親に措置することは、愛着形成

の最重要時期（０～２歳）における健全な養育機会の権利を奪う惧れ。

―――児童相談所の一部では、要保護児童の措置に関し、施設か里親かは児相が

決める前提で協議を進め、同意書では「施設や里親」へ預けることに同意

を求めている。 16
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同 意 書

（以下「児童」という。）児童氏名

日生（男・女）月年平成・令和

児童の、児童福祉法第２７条第１項第３号又は第２項に基づく措

置（里親もしくは小規模住居型児童養育事業を行う者への委託又は

施設入所。以下「３号等措置」という。）については、下記事項を

確認のうえ同意します。

記

１ ３号等措置中の児童の監護、教育及び懲戒に関する、同児の

福祉のため必要な措置については、３号等措置先の里親、小規

模住居型児童養育事業を行う者又は施設長にお任せします。

２ 保護者の課税状況については、地方税法の規定に基づく課税

台帳等により貴所において確認されることを承諾し、３号等措

置の費用負担については、福岡市の規定どおり期日までに納付

します。

３ 児童が法で定める定期の予防接種及びその他必要な予防接種

を受けるにあたって、これらの予防接種の効果や目的、重篤な

副反応の可能性、予防接種健康被害救済制度などについて理解

した上で、各予防接種実施に係る同意には、３号等措置先の里

親、小規模住居型児童養育事業を行う者又は施設長に委任しま

す。

４ ３号等措置解除については、貴所及び３号等措置先の里親、

小規模住居型児童養育事業を行う者又は施設長と協議します。

令和 年 月 日

（あて先）福 岡 市 児 童 相 談 所 長

（福岡市こども総合相談センター）

保護者（児童との続柄）

住所

氏名

電話

印

別紙２

18
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乳児院からの措置解除および措置変更の状況

1 乳児院からの措置変更する子ども

できるだけ早い時期に家庭における養育環境と同様の養

育環境で、特定の大人との愛着関係の下で養育されるこ

とが子どもの心身の成長や発達には不可欠であることか

ら、原則として、里親委託への措置変更を検討する。

50.0%
1年未満

29.4%
1年以上～ 2年未満

「里親委託ガイドライン」における記述乳児院の在所期間別在籍児童数について

（令和2年3月1日現在） （令和3年3月29日現在）

4%
3年以上～4年未満

1.4%
4年以上～5年未満

14.6%
3年以上～4年未満

0.4%
5年以上～6年未満

0.1%
6年以上～7年未満

（上段は人、下段は％）

20
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児童虐待による一時保護および一時保護委託の状況

○ 令和３年度の児童虐待が理由の一時保護件数は27,310件であり、そのうち一時保護委託件数は
12,107件で、児童虐待を理由とする一時保護総数の約44.3%を占めている。また、一時保護委託先内訳で
は、乳児院・児童養護施設への委託が合計で6,043件と約5割を占めている。

出典：福祉行政報告例 21



社会的養育の形態と政府数値目標

今後⼗数年をかけて
概ね 1/3

［家庭的養護］
・⾥親
・ファミリーホーム

今後⼗数年をかけて
概ね 1/3

［できる限り家庭的な
養育環境］
・⼩規模グループケア
・グループホーム

今後⼗数年をかけて
概ね 1/3

［施設養護］
・児童養護施設
・乳児院等

（児童養護施設はすべて
⼩規模ケア）

概ね 5年以内に75％以上
概ね 7年以内に75％以上
概ね10年以内に50％以上

⾥親委託率
3歳未満
それ以外の就学前
学童期以降

概ね5年以内に年間1,000
⼈以上、その後も増加

特別養⼦縁組成⽴数

「社会的養護の課題と将来像」
（2011年7⽉）

「新しい社会的養育ビジョン」
（2017年8⽉）

①［家庭］ 実⽗⺟や親族等

②［家庭における養育環境と同様の養育環境］

③［できる限り良好な家庭的環境］
⼩規模かつ地域分散型施設、まで

［施設の新たな役割］
施設⼊所は、措置前の⼀時的な⼊所に加え、⾼度専⾨
的な対応が必要な場合が中⼼。
⾼機能化、多機能化を図り、地域で新たな役割を担う。
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10年⽬7年⽬5年⽬

H30年度末
実績

（R11年度末）（R８年度末）（R６年度末）
学童期3歳以上

3歳未満
3歳以上

3歳未満3歳未満
以降就学前就学前

50.0%以上75.0%75.0%75.0%以上75.0%75.0%以上20.5%国が策定要領で⽰す数値

42.1%46.4%55.6%--32.0%20.5%和歌⼭県

60.0%--40.0%24.6%⿃取県

概ね40%以上-概ね50%以上-41.0%35.0%23.4%島根県

50.0%75.0%75.0%75.0%75.0%75.0%32.7%岡⼭県
(50.0%)(75.0%)(75.0%)(75.0%)(75.0%)(75.0%)(14.0%)（岡⼭市）
42.4%44.0%43.5%

--
29.0%14.1%広島県

(42.4%)(44.0%)(43.5%)(29.0%)(18.8%)（広島市）

45.0%--33.3%20.0%⼭⼝県

43.0%55.0%60.0%55.0%60.0%60.0%12.8%徳島県

40.0%70.0%70.0%40.5%51.7%23.8%⾹川県

33.3%77.0%72.0%60.7%56.0%48.0%18.1%愛媛県

50.0%60.0%65.0%--40.0%18.7%⾼知県

41.9%60.4%60.7%60.4%60.7%52.4%20.7%福岡県

48.0%81.5%76.9%75.0%63.0%53.6%31.1%佐賀県

40.3%50.9%75.0%37.4%75.0%61.8%17.6%⻑崎県

30.3%58.7%69.8%44.2%55.9%45.4%12.4%熊本県
(30.3%)(58.7%)(69.8%)(44.2%)(55.9%)(45.4%)(10.8%)（熊本市）
35.0%〜50.0%〜

75.0%--75.0%33.1%⼤分県
50.0%75.0%

35.0%44.0%54.0%--36.0%13.4%宮崎県

37.4%58.2%38.6%56.5%39.7%39.7%17.5%⿅児島県

40.0%--37.0%34.7%沖縄県

44.3%65.0%57.6%52.5%46.4%38.9%27.7%仙台市

31.4%46.9%45.3%43.0%38.7%33.1%15.2%横浜市

50.0%75.0%76.0%75.0%76.0%75.0%23.2%川崎市

50.0%76.0%75.0%76.0%75.0%75.0%16.9%相模原市

30.0%30.0%70.0%--45.0%14.4%名古屋市

50.0%75.0%75.0%75.0%75.0%75.0%13.1%京都市

33.9%42.9%41.0%--25.5%16.5%⼤阪市

32.2%37.3%46.0%--31.4%12.4%堺市

30.9%58.3%--38.0%12.4%神⼾市

32.1%47.0%48.9%42.9%42.2%38.6%19.1%北九州市

58.8%75.0%76.7%76.9%75.8%77.1%47.9%福岡市

50.2%76.5%75.0%77.4%75.9%76.9%世⽥⾕区

45.0%--33.0%18.9%横須賀市

62.1%100.0%100.0%--57.1%明⽯市

10年⽬7年⽬5年⽬

H30年度末
実績

（R11年度末）（R８年度末）（R６年度末）
学童期3歳以上

3歳未満
3歳以上

3歳未満3歳未満
以降就学前就学前

50.0%以上75.00%75.00%75.0%以上75.00%75.0%以上20.5%国が策定要領で⽰す数値

---現状からの増加
34.5%北海道
(29.7%)（札幌市）

47.9%62.2%60.9%--38.5%27.8%⻘森県

46.6%52.6%54.8%44.3%42.8%34.8%26.2%岩⼿県

62.2%63.2%51.9%55.4%51.4%40.2%宮城県

40.0%--26.0%12.2%秋⽥県

31.7%75.0%75.0%--57.5%20.0%⼭形県

30.0%75.0%75.0%75.0%75.0%75.0%24.6%福島県

60.7%69.8%71.4%--70.0%16.8%茨城県

41.0%--54.4%-53.1%19.2%栃⽊県

50.0%75.0%40.0%57.0%38.0%34.0%17.4%群⾺県

-----
36.0%18.8%埼⽟県
(36.0%)(40.0%)（さいたま市）

32.5%50.5%75.4%
--

57.0%27.9%千葉県
（千葉市） (50.0%)(74.1%)(73.7%)(55.6%)(31.2%)

33.6%50.5%50.5%38.2%28.7%14.1%14.9%東京都

24.6%75.0%75.0%--34.2%16.5%神奈川県

57.0%77.0%61.0%
--

53.0%40.0%新潟県
(57.0%)(77.0%)(61.0%)(53.0%)(55.9%)（新潟市）

33.3%66.7%66.7%--46.0%18.5%富⼭県

35.0%60.0%
--

40.0%15.9%⽯川県
(35.0%)(60.0%)(40.0%)(15.4%)（⾦沢市）

35.0%65.0%65.0%--33.0%16.6%福井県

50.0%以上75.0%以上--57.7%28.8%⼭梨県

36.5%67.7%75.0%--40.7%16.1%⻑野県

37.5%47.9%67.9%--48.1%16.1%岐⾩県

46.0%58.0%65.0%
--

45.0%21.9%静岡県
(52.0%)(58.0%)(64.0%)(53.0%)(48.5%)（静岡市）
(49.0%)(59.0%)(67.0%)(56.0%)(26.7%)（浜松市）

30.1%45.7%49.4%--28.5%15.9%愛知県

40.0%60.0%60.0%--48.4%28.8%三重県

60.2%65.4%73.9%--52.2%34.3%滋賀県

33.0%40.0%--25.0%14.8%京都府

38.0%44.0%64.0%--47.0%11.6%⼤阪府

47.1%46.8%55.8%37.9%44.2%37.5%19.2%兵庫県

31.0%42.0%47.0%--27.0%17.4%奈良県

都道府県社会的養育推進計画について（令和４年度末現在）
○ 各都道府県等から提出された計画について⾥親等委託率の数値⽬標や⾥親推進に向けた取組等をレーダーチャートにて取りまとめたうえで公表。（令和２
年８⽉７⽇）

○ その後、個別ヒアリング等を通じて、国の財政⾯の⽀援の活⽤も含めた更なる取組や⾥親等委託率の⽬標値の引き上げ等について個別に助⾔等を実施し、
これらの結果を踏まえた数値⽬標や取組状況を反映したレーダーチャートを公表。（令和３年３⽉31⽇）

○ さらに、都道府県等の取組を強⼒に⽀援し、計画の加速化を促すため、令和６年度末までの期間を「集中取組期間」として位置付け、毎年度、「⾥親委託
加速化プラン」の提出を求めている。

は、策定要領に示す国の基準を満たすもの ※1は、「3歳未満」と「3歳以上就学前」合計の委託率 ※2は、全年齢合計の委託率

※1

※1

※2

※2

※2

※2

※1

※2

※2

※2

※2

◎道・県と指定都市等が一体で計画を策定している場合は、カッコ（ ）で記載している。 25



里親への手当等の目的と支給額

⾥親⼿当 養育⾥親 90,000円（2⼈⽬以降： 90,000円）
（⽉額/⼈） 専⾨⾥親 141,000円（2⼈⽬ ：141,000円）

⼀般⽣活費（⾷費、被服費等） 乳児 60,670円
（⽉額/⼈） 乳児以外 52,620円

その他（教育費、⼊進学・就職・⼤学進学等⽀度費、医療費、通院費等）

里親の種類と委託数・委託児童数

⾥親に⽀給さ
れる⼿当等

（⾥親数、児童数は福祉⾏政報告例）
（２０２３年３⽉末現在）

（２０２３年度単価）

合計親族⾥親養⼦縁組⾥親専⾨⾥親養育⾥親種類

20,584世帯631世帯6,291世帯728世帯12,934世帯登録⾥親数
4,939世帯569世帯314世帯168世帯3,888世帯委託⾥親数
6,080⼈819⼈348⼈204⼈4,709⼈委託児童数

※2020年度から2人目以降の手当額を増額
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里親養育包括支援（フォスタリング）事業の自治体別の金額（令和４年度）

○児童虐待・DV対策等総合支援事業費補助金の令和４年度交付決定における里親養育包括支援（フォスタリング）事
業の自治体別の交付申請額は以下のとおり。
※ 令和４年度交付決定は自治体からの交付申請額どおり行われている。

⾦額⾃治体名
18,972,000北海道
11,902,000⻘森県
18,101,000岩⼿県
33,372,000宮城県
9,624,000秋⽥県
5,544,000⼭形県
838,000福島県

69,440,000茨城県
30,640,000栃⽊県
12,446,000群⾺県
33,946,000埼⽟県
23,974,000千葉県
195,037,000東京都
36,688,000神奈川県
4,219,000新潟県
5,397,000富⼭県
4,133,000⽯川県
10,339,000福井県
20,400,000⼭梨県
23,990,000⻑野県

⾦額⾃治体名
66,000,000岐⾩県
25,457,000静岡県
20,375,000愛知県
28,694,000三重県
15,224,000滋賀県
1,096,000京都府

114,901,000⼤阪府
32,000,000兵庫県
6,213,000奈良県
29,860,000和歌⼭県
7,843,000⿃取県
1,329,000島根県
4,623,000岡⼭県
7,597,000広島県
22,907,000⼭⼝県
6,254,000徳島県
3,335,000⾹川県
462,000愛媛県

28,790,000⾼知県
106,794,000福岡県

⾦額⾃治体名
36,361,000佐賀県
14,074,000⻑崎県
62,625,000熊本県
20,282,000⼤分県
27,067,000宮崎県
3,414,000⿅児島県
15,275,000沖縄県
33,072,000札幌市
5,654,000仙台市
3,126,000さいたま市
18,202,000千葉市
19,953,000横浜市
58,990,000川崎市
9,498,000相模原市
2,306,000新潟市
15,589,000静岡市
2,815,000浜松市
29,405,000名古屋市
18,869,000京都市
88,302,000⼤阪市

⾦額⾃治体名
6,859,000堺市
7,365,000神⼾市
4,564,000岡⼭市
4,682,000広島市
5,298,000北九州市
45,757,000福岡市
36,725,000熊本市
34,195,000港区
31,100,000世⽥⾕区
19,824,000中野区
6,715,000豊島区
20,198,000荒川区
22,600,000板橋区
27,977,000江⼾川区
2,668,000横須賀市
209,000⾦沢市

7,152,000明⽯市
7,908,000奈良市

（単位：円）

合計 1,875,431,000
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児童福祉法等の⼀部を改正する法律（令和４年法律第66号）の概要

改正の趣旨

改正の概要

施⾏期⽇

児童虐待の相談対応件数の増加など、⼦育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況等を踏まえ、⼦育て世帯に対する包括的な⽀
援のための体制強化等を⾏う。

１．⼦育て世帯に対する包括的な⽀援のための体制強化及び事業の拡充【児童福祉法、⺟⼦保健法】
①市区町村は、全ての妊産婦・⼦育て世帯・⼦どもの包括的な相談⽀援等を⾏うこども家庭センター（※）の設置や、⾝近な⼦育て⽀援の場（保育所等）に
おける相談機関の整備に努める。こども家庭センターは、⽀援を要する⼦どもや妊産婦等への⽀援計画（サポートプラン）を作成する。

※⼦ども家庭総合⽀援拠点と⼦育て世代包括⽀援センターを⾒直し。
②訪問による家事⽀援、児童の居場所づくりの⽀援、親⼦関係の形成の⽀援等を⾏う事業をそれぞれ新設する。これらを含む家庭⽀援の事業について市区町村
が必要に応じ利⽤勧奨・措置を実施する。

③児童発達⽀援センターが地域における障害児⽀援の中核的役割を担うことの明確化や、障害種別にかかわらず障害児を⽀援できるよう児童発達⽀援の類型
（福祉型、医療型）の⼀元化を⾏う。

２．⼀時保護所及び児童相談所による児童への処遇や⽀援、困難を抱える妊産婦等への⽀援の質の向上【児童福祉法】
①⼀時保護所の設備・運営基準を策定して⼀時保護所の環境改善を図る。児童相談所による⽀援の強化として、⺠間との協働による親⼦再統合の事業の実施や、
⾥親⽀援センターの児童福祉施設としての位置づけ等を⾏う。

②困難を抱える妊産婦等に⼀時的な住居や⾷事提供、その後の養育等に係る情報提供等を⾏う事業を創設する。
３．社会的養育経験者・障害児⼊所施設の⼊所児童等に対する⾃⽴⽀援の強化【児童福祉法】
①児童⾃⽴⽣活援助の年齢による⼀律の利⽤制限を弾⼒化する。社会的養育経験者等を通所や訪問等により⽀援する拠点を設置する事業を創設する。
②障害児⼊所施設の⼊所児童等が地域⽣活等へ移⾏する際の調整の責任主体（都道府県・政令市）を明確化するとともに、22歳までの⼊所継続を可能とする。

４．児童の意⾒聴取等の仕組みの整備【児童福祉法】
児童相談所等は⼊所措置や⼀時保護等の際に児童の最善の利益を考慮しつつ、児童の意⾒・意向を勘案して措置を⾏うため、児童の意⾒聴取等の措置を講ずることと
する。都道府県は児童の意⾒・意向表明や権利擁護に向けた必要な環境整備を⾏う。

５．⼀時保護開始時の判断に関する司法審査の導⼊【児童福祉法】
児童相談所が⼀時保護を開始する際に､ 親権者等が同意した場合等を除き､ 事前⼜は保護開始から７⽇以内に裁判官に⼀時保護状を請求する等の⼿続を設ける。

６．⼦ども家庭福祉の実務者の専⾨性の向上【児童福祉法】
児童虐待を受けた児童の保護等の専⾨的な対応を要する事項について⼗分な知識・技術を有する者を新たに児童福祉司の任⽤要件に追加する。

７．児童をわいせつ⾏為から守る環境整備（性犯罪歴等の証明を求める仕組み（⽇本版DBS）の導⼊に先駆けた取組強化）等【児童福祉法】
児童にわいせつ⾏為を⾏った保育⼠の資格管理の厳格化を⾏うとともに、ベビーシッター等に対する事業停⽌命令等の情報の公表や共有を可能とするほか、
児童福祉施設等の運営について、国が定める基準に従い、条例で基準を定めるべき事項に児童の安全の確保を加えるなど所要の改正を⾏う。

令和6年4⽉1⽇（ただし、5は公布後3年以内で政令で定める⽇、７の⼀部は公布後3⽉を経過した⽇、令和５年４⽉１⽇⼜は公布後2年以内で政令で定める⽇）

※当該規定に基づいて、子ども家庭福祉の実務経験者向けの認定資格を導入する。
※認定資格の取得状況等を勘案するとともに、業務内容や必要な専門知識・技術、教育課程の明確化、養成体制や資格取得者の雇用機会の確保、といった環境を整備しつつ、
その能力を発揮して働くことができる組織及び資格の在り方について、国家資格を含め、施行後２年を目途として検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
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都道府県等・児童相談所による⽀援の強化
○ 児童相談所の業務負荷が著しく増⼤する中で、⺠間と協働し、⽀援の強化を図る必要がある。
○ このため、⺠間に委託した場合の在宅指導措置の費⽤を施設等への措置の費⽤と同様に義務的経費にするとともに、
① 措置解除等の際に親⼦の⽣活の再開等を図るため、親⼦再統合⽀援事業を制度に位置づける。
② 家庭養育の推進により児童の養育環境を向上させるため、⾥親⽀援センターを児童福祉施設として位置づける。

○ 妊婦に対する寄り添いや⼼理的ケア、出産⽀援、産後の⽣活⽀援など⽀援を必要とする妊婦に対する包括的な⽀援事
業を制度に位置づける。

＜⾥親⽀援センターの設置＞
➢ ⾥親の普及啓発、⾥親の相談に応じた必要な援助、⼊所児童と⾥親相互の交流の場の提供、⾥親の選定・調整、委託

児童等の養育の計画作成といった⾥親⽀援事業や、⾥親や委託児童等に対する相談⽀援等を⾏う。
➢ ⾥親⽀援の費⽤を⾥親委託の費⽤と同様に義務的経費とする。

＜親⼦再統合⽀援事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞
➢ 親⼦の再統合（親⼦関係の再構築等）が必要と認められる児童とその保護者を対象
➢ 児童虐待の防⽌に資する情報の提供、相談、助⾔等を⾏う。

例）ピア・カウンセリング、⼼理カウンセリング、保護者⽀援プログラム 等

＜妊産婦等⽣活援助事業（都道府県等の事業※都道府県、市、福祉事務所設置町村）＞
➢ 家庭⽣活に⽀障が⽣じた特定妊婦等とその⼦ども（親に頼ることができない、出産に備える居宅がない等）を対象
➢ 住居に⼊居させ、⼜は事業所等に通所、訪問により、⾷事の提供などの⽇常⽣活の⽀援を⾏う。養育に関する相談・

助⾔、関係機関との連絡調整（産後の⺟⼦⽣活⽀援施設等へのつなぎ等）、特別養⼦縁組の情報提供等を⾏う。
32



妊産婦 ⼦育て世帯
（保護者） ⼦ども

こども家庭センター（市区町村）
「⼦ども家庭総合⽀援拠点」と「⼦育て世代包括⽀援センター」の⾒直し

⼦ども⾷堂 ショートステイ
＜レスパイト＞

保育所
＜保育・⼀時預かり＞

⼦育てひろば 等
産前産後サポート

産後ケア

訪問家事⽀援

家や学校以外の
⼦どもの居場所

○ 児童及び妊産婦の福祉や母子保健の相談等
○ 把握・情報提供、必要な調査・指導等
○ 支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、連絡調整
○ 保健指導、健康診査等

業
務

様々な資源による
⽀援メニューにつなぐ

児童相談所協働

※地域の実情に応じ、業務の一部を子育て世帯等の身近な相談機関等に委託可

放課後児童クラブ
児童館

⺠間資源・地域資源
と⼀体となった
⽀援体制の構築

妊産婦、⼦育て世帯、⼦どもが気軽に
相談できる⼦育て世帯の⾝近な相談機関

○保育所、認定こども園、幼稚園、地域子育て
支援拠点事業など子育て支援を行う施設・事
業を行う場を想定。

○市町村は区域ごとに体制整備に努める。

障害児⽀援

こども家庭センターの設置とサポートプランの作成（１．①関係）

○ 市区町村において、⼦ども家庭総合⽀援拠点（児童福祉）と⼦育て世代包括⽀援センター（⺟⼦保健）の設⽴の意義
や機能は維持した上で組織を⾒直し、全ての妊産婦、⼦育て世帯、⼦どもへ⼀体的に相談⽀援を⾏う機能を有する機関
（こども家庭センター）の設置に努めることとする。
※ ⼦ども家庭総合⽀援拠点︓635⾃治体、716箇所、⼦育て世代包括⽀援センター︓1,603⾃治体、2,451箇所 （令和３年４⽉時点）

○ この相談機関では、妊娠届から妊産婦⽀援、⼦育てや⼦どもに関する相談を受けて⽀援をつなぐためのマネジメント
（サポートプランの作成）等を担う。
※ 児童及び妊産婦の福祉に関する把握・情報提供・相談等、⽀援を要する⼦ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、⺟⼦保健の相談等を市区町村の⾏わな
ければならない業務として位置づけ

医療機関

教育委員会・学校
＜不登校・いじめ相談＞
＜幼稚園の⼦育て⽀援等＞

密接な
連携
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⼦育て短期⽀援事業
➢ 保護者が⼦どもと共に⼊所・利⽤可能とする。⼦どもが⾃ら⼊所・利⽤を希望した場合の⼊所・利⽤を
可とする。

➢ 専⽤居室・専⽤⼈員配置の推進、⼊所・利⽤⽇数の柔軟化（個別状況に応じた利⽤⽇数の設定を可とする）を進める。

⼦育て世帯訪問⽀援事業（訪問による⽣活の⽀援）
➢ 要⽀援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象（⽀援を要するヤングケアラー含む）
➢ 訪問し、⼦育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を⾏う。

例）調理、掃除等の家事、⼦どもの送迎、⼦育ての助⾔ 等

親⼦関係形成⽀援事業（親⼦関係の構築に向けた⽀援）
➢ 要⽀援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象
➢ 親⼦間の適切な関係性の構築を⽬的とし、⼦どもの発達の状況等に応じた⽀援を⾏う。

例）講義・グループワーク・ロールプレイ等の⼿法で⼦どもとの関わり⽅等を学ぶ（ペアレントトレーニング） 等

児童育成⽀援拠点事業（学校や家以外の⼦どもの居場所⽀援）
➢ 養育環境等の課題（虐待リスクが⾼い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象
➢ 児童の居場所となる拠点を開設し、児童に⽣活の場を与えるとともに児童や保護者への相談等を⾏う

例）居場所の提供、⾷事の提供、⽣活リズム・メンタルの調整、学習⽀援、関係機関との調整 等

市区町村における⼦育て家庭への⽀援の充実（１．②関係）

地域⼦ども・⼦育て
⽀援事業への位置づけ

 市区町村の計画的整備
 ⼦ども・⼦育て交付⾦
の充当

新
設

拡
充

○ 要⽀援・要保護児童（※１）は約23万⼈、特定妊婦（※２）は約0.8万⼈とされる中、⽀援の充実が求められている。
※１ 保護者への養育⽀援が特に必要、保護者による監護が不適当な児童 ※２ 出産前において出産後の養育⽀援が必要な妊婦

○ 地域⼦ども・⼦育て⽀援事業において、訪問型⽀援、通所型⽀援、短期⼊所⽀援の種類・量・質の充実を図るととも
に、親⼦関係の構築に向けた⽀援を⾏う。

○ 市区町村において計画的整備を⾏い、特に、⽀援が必要な者に対しては市区町村が利⽤勧奨・措置を実施する。

⼀時預かり事業
➢ ⼦育て負担を軽減する⽬的（レスパイト利⽤など）での利⽤が可能である旨を明確化する。 34



36

社会的養育人材の能力・量の充実こそ急務

35

★ 専門人材による科学に基づく「子どものソーシャルワーク」を能力・量ともに発展、充実させる事
こそが急務。格段のスピードアップが必須。

★ 厚労省は、自治体・民間に丸投げ、突き放しをせず、全国の要保護・要支援児童が、等しく、一
定水準以上の能力ある人材の下で健全養育されるよう、人材育成・確保態勢の実現に責任を
負うべき。

★ そのため、国家資格としての「子ども家庭福祉士（仮称）」導入をはじめとする「社会的養育エコ
システム」を、責任をもって構築、常時その維持に責任を負うべき。

● 児童相談所人材の能力向上、充実
● 市町村・福祉・教育現場人材の能力向上、充実

―――自治体は「子ども家庭福祉士（仮称）」等中核的専門人材を長期配置。研修充実。
―――フォスタリング機関人材の能力向上。

● 里親の能力向上、充実
―――国は、研修の格段の質・量向上を、自治体は、「上乗せ、横出し」を実践。
―――「登録前研修＋５年毎更新研修」➡「登録前研修＋頻回研修＋専門研修」、「特別

養子養親研修」
● 児童福祉施設の人材の能力向上、充実

―――高機能化、多機能化にふさわしい専門人材の必置化。施設採用要件の「中学卒」は再
考すべき。

● 児童精神医学の充実
―――医学教育、診療報酬体系、人員配置基準の見直し、「医療と福祉の融合」等。

● 司法人材の能力向上



子ども家庭福祉の認定資格

※対象となる保育士の範囲は、相談援助や保護者対応等の経験に留意しつつ今後検討

精神保健
福祉士

社会福祉士

一定の実務経験のある有資格者のルート

子ども家庭福祉指定研修（100時間程度）

現任者のルート

※当分の間の経過措置

子ども家庭福祉分野の

相談援助の実務経験

４年

：認定機関が認定するカリキュラム

ソーシャルワーク
に関する研修の受
講

保育士の

実務経験

４年

ソーシャルワーク
に関する研修の受
講

試験
※認定機関が実施。指定研修等の効果も測定する実

践的な内容

※子ども家庭福祉の現場で働きながらの受講や試験となるため、現場の
意見も聴きながら内容は今後検討

相談援助の実務経験

２年

⼦ども家庭福祉の実務者の専⾨性の向上（６．関係）
○⼦ども家庭福祉の現場にソーシャルワークの専⾨性を⼗分に⾝につけた⼈材を早期に輩出するため、まずは、⼀定の実務経験の
ある有資格者や現任者について、国の基準を満たした認定機関が認定した研修等を経て取得する認定資格（※）を導⼊する。

※社会的養育専⾨委員会（審議会）の報告書では「⼦ども家庭福祉ソーシャルワーカー（仮称）」とされているが、名称は今後検討

○この新たな認定資格は、児童福祉司の任⽤要件を満たすものとして児童福祉法上位置づける（※１）。また、現場への任⽤が進むよ
う、児童相談所のスーパーバイザーになりやすい仕組み（概ね５年→概ね３年の実務経験（※２））や施設等に配置するインセン
ティブを設定する。

※１︓児童虐待を受けた児童の保護等の専⾨的な対応を要する事項について的確な措置を実施するのに⼗分な知識等を有する者として規定し、認定機関の認定の枠組み等は下位法令等に規定。
※２︓要件の短縮は、他のソーシャルワークの現場での経験があるなど、⼦ども家庭福祉の実践的な能⼒がある場合に限ることとする。

○新たな認定資格の取得状況その他の施⾏の状況を勘案するとともに、下記（※）の環境を整備しつつ、児童の福祉に関し専⾨的
な知識及び技術を必要とする⽀援を⾏う者に関して、その能⼒を発揮して働くことができる組織及び資格の在り⽅について、
国家資格を含め、認定資格の施⾏（R6.4）後２年を⽬途として検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。（◎）

※その者が実施すべき業務の内容、必要な専⾨的な知識・技術や教育課程の内容の明確化、養成するための必要な体制の確保、その者がその能⼒を発揮して働くことができる場における雇⽤の機会の確保

※上記の（◎）参照
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【参考】 

○仮に市区町村虐待担当対応窓口職員を全員、子ども家庭福祉士（仮称）を配置し

たと仮定すると、9,370 人のニーズ。 

 

○中学校区に１人配置、高校に１人配置したスクールソーシャルワーカーを、全員子

ども家庭福祉士（仮称）を配置したと仮定すると、8,575 人のニーズ。 

 

○社会福祉士・精神保健福祉士就労状況調査（2020 年 11 月、公益社団法人社会福

祉振興・試験センター） 

  社会福祉士（登録数）    250,290 人 

  精神保健福祉士（登録数）   90,828 人 

   なお、精神保健福祉士で、福祉・介護・医療の分野で働いている人の割 

  合は 75.2％。これを登録数に乗じると、約 68,300 人となる。 

 

○医療福祉系国家資格登録数（各団体の HP より） 

・視能訓練士 15,351 名  

・臨床工学技士 約 24,000 名 

・言語聴覚士 36,255 名 

・公認心理師 42678 名  

市区町村 1,741 市町村  

9,370 人（虐待担当

対応窓口職員） 

9,370 人（虐待担当対応窓口

職員全員と仮定） 

合計  9,370 人 

 

 

学

校 

小学校中学校 

 

 

小：13,525 箇所 

中：7,020 箇所 

3,323 人（スクールソーシャ

ルワーカー全員と仮定） 

将来的には、中学校区に１

人配置と想定すると、7,020

人 

3,323 人（スクールソ

ーシャルワーカー） 

高校 

 

1,555 箇所 411 人（スクールソーシャル

ワーカー全員と仮定） 

将来的には、すべての高校

に１人配置と想定すると、

1,555 人 

414 人（スクールソー

シャルワーカー） 

合計  8,575 人 
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内 容期 間目 的

①里親制度の基礎Ⅰ

②保護を要する子どもの理解について（ex保護を要する子どもの
現状、児童虐待問題）

③地域における子育て支援サービス（ex地域における子育て相談
・各種支援サービス等）

④先輩里親の体験談・グループ討議（ex里親希望の動機、里親に
もとめられるもの）

⑤実習（児童福祉施設の見学を主体にしたもの）

１日
＋
実習１日程度

①社会的養護における里親制度の
意義と役割を理解する

②今日の要保護児童とその状況を
理解する（虐待、障害、実親がい
る等）

③里親にもとめられるものを共有す
る（グループ討議）

(1)基礎研修

・養育里親を希望す
る者を対象とした
基礎研修

①里親制度の基礎Ⅱ（里親が行う養育に関する最低基準）

②里親養育の基本（ﾏｯﾁﾝｸﾞ、交流、受託、解除までの流れ、諸手
続等）

③子どもの心（子どもの発達と委託後の適応）

④子どもの身体（乳幼児健診、予防接種、歯科、栄養）

⑤関係機関との連携（児童相談所、学校、医療機関）

⑥里親養育上の様々な課題

⑦児童の権利擁護と事故防止

⑧里親会活動

⑨先輩里親の体験談・グループ討議

⑩実習（児童福祉施設、里親）

２日
＋

実習２日程度

社会的養護の担い手である里親と
して、子どもの養育を行うために必
要な知識と子どもの状況に応じた
養育技術を身につける

(2) 認定前研修

・基礎研修を受講し、
里親について概要
を理解した上で、
本研修を受講する

・本研修を修了、養
育里親として認定
される

①社会情勢、改正法など（ex 子どもをとりまく最新情勢、児童福祉
法・児童虐待防止法改正等の制度改正）

②児童の発達と心理・行動上の理解など（ex子どもの心理や行動
についての理解）

③養育上の課題に対応する研修（ex受講者のニーズに考慮した
養育上の課題や対応上の留意点）

④意見交換（ex受講者が共通に抱えている悩みや課題について
の意見交換）

１日程度

※未委託の里
親の場合は、
施設実習（１
日）が必要

養育里親として児童の養育を継続
するために必要となる知識、新しい
情報等を得る。

(3) 更新研修

・登録または更新後
５年目の養育里親

・登録有効期間内に
受講し登録更新す
る

②⾥親研修カリキュラム(例) ・・・実施機関は、都道府県（法人、NPO等に委託可）
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里親支援業務に関する普及啓発から効果的な人材育成に関する調査研究
調査研究課題

１３

現在、里親支援については、児童相談所設置自治体等においてフォス
タリング事業（裁量的経費）として取り組まれているところであるが、
令和４年に成立した児童福祉法等の一部を改正する法律により、令和６
年４月からは新たに里親支援センターとして児童福祉施設に位置付けら
れ、人員・設備・運営基準を国が定めるとともに、その運営に要する費
用については、措置費（義務的経費）で支弁することとなっている。

現行、平成30年度に実施した調査研究事業の内容に基づき、フォスタ
リング機関職員等に対して研修が行われているところであるが、令和５
年度は研修に加え、全国フォーラム開催を実施し、里親支援業務の普及
啓発も行い、令和６年の法施行に向けさらなる体制整備を図っていく予
定である。

このため、里親支援センターの設置や里親養育の包括的な支援体制の
整備、養育の質の向上、委託されているこどもの権利擁護に向け、里親
支援業務の普及啓発や、効果的な人材確保・育成のための研修カリキュ
ラムに関する検討を行うことを目的として調査研究を実施する。

調査研究課題
を設定する背
景・目的

・学識経験者等により構成される検討委員会方式により検討会を開催し、
調査の手法や分析等を行う。なお、構成員の決定等について、厚生労
働省子ども家庭局家庭福祉課と協議すること。

・有識者等からなる委員会での専門的見地による検討・助言を踏まえ、
平成30年度に実施した調査研究のカリキュラム内容をもとに、以下の
内容等を盛り込んだ研修カリキュラムを作成する。

・里親のリクルート及びアセスメント、里親に対する研修、里親養育へ
の支援、こどもの自立支援の各段階において、里親とこどもについて
の適切なアセスメント、里親との信頼関係を基盤とした里親養育のサ
ポートやスーパービジョンまたは支援のコーディネートといったソー
シャルワーク、チーム養育を実現するための関係機関との連携、被措
置児童虐待防止等こどもの権利擁護に向けた取組等の内容を盛り込み、
里親支援業務に求められる人材及びその育成のポイントについて整理
を行う。

・里親支援業務の普及啓発及び理解の促進に向け、現在課題となってい
る点の分析を行い、課題を踏まえた対策等について検討を行う。

・その他、本調査研究を進めるにあたっては、こども家庭庁担当課と協
議すること。

想定される事
業の手法・内

容

上記の内容を実施し、報告書を作成し、提出すること。併せて調査に
係る電子データ一式等についても提出すること。報告書については、紙
媒体の提出の他、電子媒体（ワードやエクセル等）も併せて提出するこ
と。

求める成果物

家庭福祉課 児童福祉専門官（内線４８７９）
指導係（内線４８７８）

担当課室・担
当者

令和５年度こども・子育て支援推進調査研究事業
調査研究課題個票（１次公募）

統括支援員の育成に関する調査研究調査研究課題２４

令和４年の児童福祉法の改正により、市町村において設置
に努めることとされたこども家庭センターにおいては、母子
保健と児童福祉それぞれの担当職員が共同して業務を遂行す
るため、双方の業務に関する十分な知識を有する統括支援員
を配置することを想定している。

こども家庭センターにおいて、母子保健と児童福祉をつな
ぐ統括支援員は、一体的かつ切れ目のない相談支援体制を構
築するにあたり非常に重要な役割を担うことから、その役割
を十分に理解して業務を行う必要がある。

他方、母子保健分野と児童福祉分野はそれぞれ業務におい
て必要としている資格や要件、求められる知識や専門性が異
なっていることから、双方に知識を有する者が必ずしも十分
に確保できない場合もあることも想定されるところ。

こうしたことを踏まえ、統括支援員が果たすべき役割や求
められる専門性等を整理し、統括支援員の育成及び資質向上
のための研修カリキュラムの開発等の検討を行うこととする。

調査研究課題を設定
する背景・目的

学識経験者や地方自治体で子育て相談支援実務に携わる者
等により構成される検討委員会を設置し、研修のカリキュラ
ム構成と研修を実施する際の研修教材の作成を行う。

また必要に応じ、地方自治体等へアンケート・ヒアリング
調査を行う。
なお、調査等の進め方、検討委員会の人選等については、こ
ども家庭庁担当課と協議すること。

想定される事業の手
法・内容

上記の内容を実施し、報告書及びその概要を作成し、提出
すること。
併せて、調査に係る電子データ一式等についても提出するこ
と。報告書及びその概要、研修テキストについては、紙媒体
の提出の他、編集可能な電子媒体（ワードやエクセル等）も
併せて提出すること。

求める成果物

家庭福祉課虐待防止対策推進室 調整係（内線４８９６）担当課室・担当者
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虐待は、
小児期逆境体験（ACEｓ：Adverse Childhood Experiences）のひとつ

小児期逆境体験（ACEｓ： Adverse Childhood Experiences ）とは
 身体的虐待、心理的虐待、性的虐待
 ネグレクト
 親との離別・死別
 家族の病気、家族の収監、家庭内の暴力
 いじめを受ける
 被害者になること：事件・事故、犯罪、災害など
 社会的に劣悪な情勢：戦闘・戦争下、テロ、難民など
のことで、これらは子どもの発達の順行を妨げる要因となる。

41

小児精神科医からの指摘

出典：「児童精神科医療の現状と課題」 全国児童⻘年精神科医療施設協議会
⾃⺠党・超党派議員連盟合同総会（２０２３年２⽉２２⽇）資料より
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虐待など逆境に育つ子ども達に起こる問題

 発達に応じた、適切な養育を受けられない→体も心も育たない。
・乳幼児期：保護され、世話をされ、アタッチメント（愛着）が育つ時期

・学童期：知的好奇心をもち、守られながらの活動・力試し・仲間関係の体験をする時期

・思春期：仲間関係の発展、心身機能の充実、アイデンティティ確立の時期

→これらの発達課題をこなせない
 トラウマを負う

 生涯にわたる心身の問題をもつ

42

出典：「児童精神科医療の現状と課題」 全国児童⻘年精神科医療施設協議会
⾃⺠党・超党派議員連盟合同総会（２０２３年２⽉２２⽇）資料より
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小児期の逆境体験が、後年どのような影響を与えるかの研究

ACEs Study （アメリカ疾病予防管理センター, 2016）

 1995年に始まり，現在も継続的に行われている追跡研究

 18歳までに逆境体験（ACEｓ）

があると

①精神疾患のリスクを高める：PTSD，抑うつや不安障害，精神病症状，薬物乱用など

②知的な発達や学習能力へ影響する

③慢性身体疾患のリスクを高める

★それらは逆境体験数に比例している

【出典】田中究：児童青年精神医学とその近接領域vol．57（2016）

43

心理的虐待，身体的虐待，性的虐待，家庭内暴力，家庭内での薬物濫用，

家庭内の精神障害，親との離別や離婚，家族の収監

出典：「児童精神科医療の現状と課題」 全国児童⻘年精神科医療施設協議会
⾃⺠党・超党派議員連盟合同総会（２０２３年２⽉２２⽇）資料より
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児童精神科病棟における治療の現状

 精神保健福祉法上の精神科病床（隔離室含む）

 人員配置：常時2名以上（うち1名は精神保健指定医）、看護師10：1、臨床心理士1、PSW1、

 診療報酬：児童・思春期精神科入院医療管理料２９９５点／日

強度行動障害入院医療管理加算300点／日

 教育の保障：院内学級、訪問学級、フリースクールなど

 問題点

・入院の同意を得る保護者が、虐待者・加害者である場合

・入院を維持するための、医療費以外の生活費が不足する子

・何をするにも人手が必要：基準を満たしていても、まだまだ不足

・もっと授業をしてあげたい（教員の配置にも、各自治体ごとの限度がある）

・退院後もつながりをもって支援したい（パラメディカルスタッフの専従基準の矛盾）

44

出典：「児童精神科医療の現状と課題」 全国児童⻘年精神科医療施設協議会
⾃⺠党・超党派議員連盟合同総会（２０２３年２⽉２２⽇）資料より
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課題（吹き出し部分）

 治療における保護者の同意：精神保健福祉法と児童福祉法は補完しあっておら
ず、精神保健福祉法上の児童精神科入院治療では、特に生じやすい問題

 隔離・拘束を要する患児には、身体疾患でいうところの集中治療室（PICU）に匹
敵する看護力が必要。人手があれば、隔離拘束を減らすことはできる

 親の貧困のみならず、児童福祉法上の措置費は入院にかかる生活費を想定して
いない

 子どもの安全を守る委員会（CAPS）や子ども虐待スクリーニングチーム（SCAN
）などの設置（診療報酬外）

 退院した後の子どもや親のための支援として、リカバリー総合応援部（注）の設置
（診療報酬外）

出典：「児童精神科医療の現状と課題」 全国児童⻘年精神科医療施設協議会
⾃⺠党・超党派議員連盟合同総会（２０２３年２⽉２２⽇）資料より
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令和４年児福法等改正における前進と足踏み

● 「『里親支援センター』の児童福祉施設扱い」等、義務的経費化を伴う「児童相談所と民
間との協働」による支援強化は評価。
―――ただし、「何ちゃって『里親支援センター』」には要注意。

● 市区町村の役割分担・体制強化の方向性も評価。
―――「こども家庭センター」設置、「サポートプラン」作成は一歩前進。

● 「親権者非同意の場合の一時保護開始時の司法審査導入」は子どもの「権利主体性」確立
に一歩前進ながら、本来は、全ての一時保護ケースにおいて、多少時間をかけてでも司法
審査が必要（当初の国の「先送り」方針は議連が逆転）。

● 「子ども家庭福祉士（仮称）」＜国家資格＞導入決着先送り（2026年4月まで!!）は「大
人の都合」によるものであり、子ども達には大きなマイナス。早期、前倒し導入の要。

高齢者等の包括的ソーシャルワーク ➡「社会福祉士」
精神障がい者のソーシャルワーク ➡「精神保健福祉士」
子どものソーシャルワーク な し

➡「子ども家庭福祉士（仮称）」

● 子どもの「意見聴取」、「意見表明支援」は子どもの権利重視を促進。
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」の創設

家庭養育推進施策における今後の課題等（その１）

（児童相談所、制度等）

● 中核市への児童相談所必置化（保健所並び）

● 全ての児童相談所に「里親・養子推進係・課（仮称）」、「家庭（移行）支援係・課（仮称）」を設置、専門

担当者を増員

● 里親、養子、施設での「ケアニーズに応じた措置費制度」の早期創設

● 特別養子縁組の位置付け明確化、支援等強化（統計、支援、経済的支援、研修強化、フォスタリング事業化）

● 全ての一時保護に司法関与を。一時保護時の子どもの通学権等権利保障の徹底。一時保護における「家庭養育

優先原則」（里親委託など）の徹底。

● 全児相設置自治体での「アドボケイト制度（意見表明支援員）」の整備

● 「在宅措置」の本格制定、「通所措置」の創設 「予防」の徹底

● ICT・AI活用を含む要保護児童の情報の早期一元・共有システム化（モバイル端末活用により、現場対応迅速

化）

● 施設の高機能化・多機能化の推進、施設体系の見直し

● 児童相談所、施設等を客観評価する「日本版Ofsted」の創設

（里親養育、特別養子縁組の推進）

● 全ての児童相談所に「里親・養子推進係・課（仮称）」を設置、専門担当者を増員（再掲）

● 民間フォスタリング機関空白区の早期解消、専門性・質向上（研修等）

● 里親制度における専門性向上、多類型化（含む「一時保護里親」）、研修の頻回化、日常的助言体制充実。

● 里親、養子、施設での「ケアニーズに応じた措置費制度」の早期創設（再掲）

● フォスタリング機関の実効性ある第三者評価（含む「アウトカム」）

● TVでのゴールデンアワー放映等、政府広報の格段の強化
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」の創設

家庭養育推進施策における今後の課題等（その２）

（「予防」を含む「家庭支援」の強力推進)

● 全ての児童相談所への「家庭（移行）支援係・課（仮称）」設置。「在宅措置」、「通所措置」等を

含め、虐待予防、親子関係再構築に向けた保護者等支援など「予防」を推進するとともに、里親家庭、

養子家庭への家庭支援を格段に強化。

例：「ショートステイ里親」推進、など。

（基礎自治体による家庭養育支援）

● 市区町村による実効性あるソーシャル・ワーク、児相相談所・里親支援センター・児童家庭支援セン

ター・民間NPO等との連携

● 「こども家庭センター」はじめ、市区町村における子ども家庭担当ソーシャルワーカーの能力（研修

体制）、人数ともの増強

（全国の官民人材の資質向上）

● 「こども家庭福祉士（仮称）」の早期の国家資格創設

（逆境体験児童へのメンタルケア充実）

● 医学教育における教育充実、児童精神科医療の診療報酬の格段の引き上げ、人員配置基準の格段の強

化、「隔離室」の廃止など。

● 米国CDCのACEs Study等を参考に、逆境体験の長期的影響に関する研究の開始 EBPMへ
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」の創設

「特別養子縁組」の取り扱いの改善、充実

★ 平成２８年児福法改正により、特別養子縁組は児童相談所の正規の業務化。しかし、制度自体は裁判所
所管であるなどから、養子成立後は「普通の親子」と見られがちとなり、養親、養子のケアニーズを充たし
ていない可能性。この際、省庁縦割りの弊害を超越し、「こども家庭庁」が創設されたこの機を捉え、制度、
扱いを「個々の子どもの健全な養育実現」の観点から一元的に、さらに大きく見直す要。

● 特別養子縁組関連諸統計の整備、一元把握、公表（児童相談所・民間団体扱い双方）

● 養子縁組成立後、養子が１８歳到達までの養子家庭への支援、養親研修の義務化、充実。

――養子家庭への支援・経済的支援提供を義務付けるとともに、養親への研修をフォスタリング業務の

対象とすべき。

――医療費の無料化、高等教育就学支援制度の対象化など、里親制度との整合性確保。

――民間団体関与ケースも、児童相談所関与により、同等の扱いへ。

● 養子縁組成立後の養子を含め、子ども全般が利用可能な、独立した相談窓口の設置（3桁番号の新設等）。

● 養子縁組データの国による集中管理により、「出自を知る権利」を保障するとともに、国際養子の適切性

を審査、データ管理。

48

＜参考＞
「『フォスタリング機関及びその業務に関するガイドライン』について」から抜粋

（厚労省子ども家庭局長通知、平成３０年７月６日）

〇なお、法律上、親族里親や養子縁組里親もフォスタリング業務における支援対象に含まれるが、養子縁
組成立後の養親及び養子への支援についてはフォスタリング業務には当たらない。
一方で、養子縁組成立後の養親及び養子への支援については、都道府県（児童相談所）の業務として
児童福祉法第11 条第1 項第2 号トに規定されていることから、

・ 都道府県（児童相談所）のフォスタリング業務を担う職員が、フォスタリング業務に連続するものとして、
養親及び養子への支援を実施することや、

・ フォスタリング業務に付随するものとして、民間フォスタリング機関に委託することも考えられるが、
いずれの場合においても、支援の連続性が確保されることが望ましい。



こども家庭庁の必要性、目指すもの

 こどもまんなか社会の実現に向けて、常にこどもの視点に立って、こども政策に強力かつ専一に取り組む独立した行政組織として、こどもと
家庭の福祉の増進・保健の向上等の支援、こどもの権利利益の擁護を任務とするこども家庭庁を創設

 内部組織は、司令塔部門、成育部門、支援部門の３部門体制として、移管する定員を大幅に上回る体制を目指す
 こどもにとって必要不可欠な教育は文部科学省の下で充実、こども家庭庁と文部科学省が密接に連携

強い司令塔機能

 総理直属の機関として、内閣府の外局とし、一元的に企画・立案・総合調整（内閣補助事務）
 各省大臣に対する勧告権等を有する大臣を必置化
 総理を長とする閣僚会議を一体的に運営、大綱を一体的に作成・推進

法律・事務の移管・共管・関与

 主としてこどもの福祉・保健等を目的とするものは移管
内閣府の子ども・若者育成支援及び子どもの貧困対策に関する事務や子ども・子育て本部が所掌する事務、
文部科学省の災害共済給付に関する事務、厚生労働省の子ども家庭局が所掌する事務や障害児支援に関する事務などを移管

 こどもの福祉・保健等とそれ以外の政策分野を含んでいるものは共管
 国民全体の教育の振興等を目的とするものは、関係府省庁の所管としつつ、個別作用法に具体的な関与を規定するほか、総合調整

新規の政策課題や隙間事案への対応

 各省庁の間で抜け落ちることがないよう必要な取組を行うとともに、新規の政策課題に取り組む

体制と主な事務

こども成育局
 妊娠・出産の支援、母子保健、成育医療等
 就学前の全てのこどもの育ちの保障

（幼稚園教育要領、保育所保育指針の双方を文部科学省
とともに策定（共同告示） など）

 相談対応や情報提供の充実、全てのこどもの居場所づくり
 こどもの安全

こども支援局
 様々な困難を抱えるこどもや家庭に対する年齢や制度の壁を克

服した切れ目ない包括的支援
 児童虐待防止対策の強化、社会的養護の充実及び自立支援
 こどもの貧困対策、ひとり親家庭の支援
 障害児支援
 いじめ防止を担い文部科学省と連携して施策を推進 など

 こどもの視点、子育て当事者の視点に立った政策の企画立案・総合調整
 必要な支援を必要な人に届けるための情報発信や広報等
 データ・統計を活用したエビデンスに基づく政策立案と実践、評価、改善

長官官房

こども家庭庁の概要
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日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自

立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、こどもの心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、
将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指して、こども政策を総合的に推進する。

⽬ 的

① 全てのこどもについて、個人として尊重されること・基本的人権が保障されること・差別的取扱いを受けることがないようにすること
② 全てのこどもについて、適切に養育されること・生活を保障されること・愛され保護されること等の福祉に係る権利が等しく保障されるととも

に、教育基本法の精神にのっとり教育を受ける機会が等しく与えられること
③ 全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会・多様な社会的活動

に参画する機会が確保されること
④ 全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、意見の尊重、最善の利益が優先して考慮されること
⑤ こどもの養育は家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一義的責任を有するとの認識の下、十分な養育の支援・
家庭での養育が困難なこどもの養育環境の確保

⑥ 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境の整備

基本理念

⽩書・⼤綱
〇 年次報告（法定白書）、こども大綱の策定

(※少子化社会対策/子ども・若者育成支援/子どもの貧困対策の既存３
法律の白書・大綱と一体的に作成）

基本的施策
〇 施策に対するこども・子育て当事者等の意見の反映
〇 支援の総合的・一体的提供の体制整備
〇 関係者相互の有機的な連携の確保
〇 この法律・児童の権利に関する条約の周知
〇 こども大綱による施策の充実及び財政上の措置等

こども政策推進会議

〇 こども家庭庁に、内閣総理大臣を会長とする、こども政策推進会
議を設置

① 大綱の案を作成
② こども施策の重要事項の審議・こども施策の実施を推進
③ 関係行政機関相互の調整 等

〇 会議は、大綱の案の作成に当たり、こども・子育て当事者・民間
団体等の意見反映のために必要な措置を講ずる

附則
施行期日：令和５年４月１日
検討：国は、施行後５年を目途として、基本理念にのっとった

こども施策の一層の推進のために必要な方策を検討

責務等
〇 国・地方公共団体の責務 〇 事業主・国民の努力

こども基本法の概要
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